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 より身近な経済に関する事象や出来事を平易に解説するコーナーです 

「家計の金融行動に関する世論調査」（2008 年）を読む 

～金融資産の増加の背後にある資産分布の二極化～ 

経済調査部 熊野 英生 

         
（要旨） 
○ 家計の金融資産は、無貯蓄及び低貯蓄世帯と資産をさらに増やす富裕層に分かれる二極化が進んで

いる。 

○ また、金融商品の選択に際しては、元本保証へのこだわりは多少薄らぎ、取引金融機関の選択も利

便性や個別金融機関の経営内容を重視するようになっている。 

○ 貯蓄の目的については、計画的に積み立てをしようという意欲が後退し、漠然と老後の生活資金や

消費の準備資金のために貯蓄する動機が高まっている。 

○ 老後の不安に関しては、公的年金への不信感や勤労条件の悪化による将来所得への不安の影響に加

えて、今年は物価上昇をリスクと感じる高齢層が増えている。 

調査概要 
本調査は、2008 年２月 27 日に日本銀行情報サービス局に事務局をおく金融広報中央委員会が発表した調査結果。1953
年以来年１回実施。調査期間は 07 年 10 月９日から 07 年 11 月 16 日。世帯人数２名以上の全国 8,000 世帯を対象とす
る部分（回収率 41.4％）と、単身世帯はインターネットモニター2,500 世帯を対象とする部分がある。06 年までは「家
計の金融資産に関する世論調査」という名称であったが、今回から名称変更。 

 

１．増加する家計貯蓄 

世帯人員２人以上の世帯（以下断わりがない

限り同じ）が保有する金融資産残高は、2007 年

６月時点では対前年で大きく増加した。すなわ

ち、貯蓄を保有する世帯の平均値でみると、

1,624 万円と前年（1,488 万円）よりも増えてい

る（資料１）。中央値でみても、892 万円と前年

（800 万円）を大きく上回る結果は変わらなか

った。また、無貯蓄世帯を含めた全世帯平均で

は 1,259 万円と、こちらも前年（1,119 万円）

を大幅に上回っていた。 

 次に、金融資産の増減について金融商品別に

確認すると、預貯金（郵便貯金を除く）が対前

年比で＋54 万円と大きく、次いで債券＋38 万円、

投資信託＋30 万円、個人年金保険＋19 万円と増

加幅が大きかった（資料２）。増加した半分が債

券・投信で占められている点は、「貯蓄から投資

へ」の流れが強まっていると言える。 

資料１ 家計の１世帯当たりの金融資産保有額    資料２ 「貯蓄を保有する世帯」における種類別金融資産残高 

2人以上の世帯 単位：万円

金融資産保有額

民間
預金

郵便
貯金

金銭･貸
付信託

生命
保険・

簡易保険

損害
保険

個人
年金
保険

債券 株式
投資
信託

1998 1,309 481 269 46 274 27 57 19 74 14
1999 1,366 526 255 36 275 29 66 20 99 14
2000 1,448 526 281 39 300 33 70 19 103 32
2001 1,439 551 286 30 291 31 66 17 90 26
2002 1,422 550 279 24 277 38 69 23 94 30
2003 1,460 621 291 19 260 30 65 21 96 22
2004 1,424 588 263 14 280 31 69 19 96 20
2005 1,582 630 290 21 263 40 89 32 127 38
2006 1,488 578 230 14 264 40 72 31 138 71
2007 1,624 632 230 16 264 38 91 69 138 101
前年差 136 54 0 2 0 -2 19 38 0 30
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（出所）金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する 

世論調査」（構成員 2 人以上の世帯）以下同じ。 
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 家計が今後１～２年の間に増やしたり、保有

を始めてみようと思う金融商品について尋ねる

と、預貯金（45.1％）、郵便貯金（20.3％）、株

式（9.1％）、個人年金（8.2％）が多くなってい

る。時系列でみると、預貯金の希望はほとんど

変化していないが、郵便貯金を保有したいとい

う希望は、ここ数年での低下が目立っている

（2002 年 43.4％→2007 年 20.3％）。 

 
２．家計金融資産の二極化 

 近年の家計の大きな構造変化として、貯蓄を

保有しない無貯蓄世帯が増加していることが挙

げられる。2003 年以降、全世帯に占める無貯蓄

世帯の割合は、２割を超えている（今回 20.6％）。

この無貯蓄世帯のうち 77.1％は、貯蓄ゼロでは

あるが、銀行、郵便局、証券会社等には口座は

持ってはいると答えている。つまり、過去に口

座に残高を持っていたが、現在に至るまでに将

来への備えをすべて取り崩してしまった世帯が

無貯蓄世帯の姿である。 

 次に家計の保有状況をより詳しく知るため、

金融資産の分布について時系列で推移を調べて

みた（資料３）。すると、保有額が 100 万円未満

の低貯蓄層が、数年前と比較して倍増している

ほか、400～700 万円の階層は徐々に割合を低下

させていた。この変化は、かつて 400～700 万円

の金融資産を保有していた世帯が、生活に困窮

して貯蓄を失い、より低貯蓄層の 100 万円未満

あるいは無貯蓄世帯へと移行していったことを

うかがわせる。 

 一方、金融資産の分布を調べていると、もう

ひとつ異なる変化に気付く。3,000 万円超の富

裕層が、その割合を増加させているという正反

対の事実である。今回調査では、3,000 万円以

上の金融資産を保有する世帯は 13.8％と 10 年

前（1997 年 9.9％）から４割方も割合が上昇し

ている。これはまさしく家計の二極化構造の表

れである。今回の調査結果で、家計の平均貯蓄

額が大きく増えていたことについても、大口の

富裕層の数が多くなったことで、平均値が上方

に引っ張られ、金額を押し上げたと理解できる。

平均貯蓄額が増えたことで、見えにくくなって

いるが、家計の金融資産の分布は上下に分かれ

てきているのが実情だ。 
 
３．金融商品の選択 

家計が金融商品を選択するときに最も重視す

る基準は、ここにきて微妙に変化している。金

融不安に見舞われた 1998 年以来約 10 年間、家

計が最も重視してきたのは、「元本が保証され

ている」ことであった。 

しかし、今回調査では元本保証を最重要視し

ている点に変わりはないが、その割合は 2003

年の 38.1％をピークに今回は 28.4％まで減少

が進んでいる（資料４）。金融不安が去ってから

時間がしばらく経過したことによって、家計の

元本保証に対する強いこだわりが薄らいだこと

がわかる。 

 
 

 

資料３ 貯蓄保有額の金額階層別割合           資料４ 金融商品を選択する最も重視する基準 
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その一方で重視されているのが、「取扱金融

機関が信用できて安心」という個別の金融機関

の安全性や、「少額でも預け入れや引き出しが

自由にできる」という利便性である。興味深い

のは、家計が「利回りが良いから」という収益

性の重視には向かわなかったことである。 
すでにゼロ金利は解除され、預貯金金利に金

利が付くようになっているが、家計は「利回り

が良いから」という基準に強い期待を抱いては

いないのである。多くの家計は、収益性にほと

んど期待をかけず、金融商品を選択していると

いうことになる。 
 
４．金融機関に対するニーズ 

取引金融機関を決める場合に、重視される理

由としては、「近所に店舗やＡＴＭがある」

（76.8％）、「店舗網が全国的に展開されてい

る」（23.5％）といったアクセスの利便性が大き

い。反面、テレビＣＭの好感度や個人向けロー

ンの充実などは意外なほど重視されていない。 

 非常に興味深いのは、２人以上世帯を対象と

する調査結果と、単身世帯に実施した調査結果

に表れたコントラストである（資料５）。 

 両者で大きく異なるのは、２人以上世帯は「経

営内容が健全で信用できる」ことをより重視し

ている一方、単身世帯が「インターネットによ

るサービス･取引などが充実」していることであ

る。これは、単身世帯の調査がインターネット

のモニター調査を採用していることにも関係し

ているだろう。筆者には、調査対象のインター

ネット・ユーザーの４割以上が、自宅のパソコ

ンを通じて銀行等のサービスを拡充して欲しい

という要望を抱いているという結果は驚きがあ

った。このデータは、他の条件が同じであれば、

インターネット・ホームページの機能が充実し

た金融機関を選択するということを意味してい

る。実は、２人以上世帯でも、ここ数年「イン

ターネットによるサービス･取引などが充実」の

回答率は高まっている。 

なお、インターネット取引を重視する人は、

金融機関の経営内容をあまり重視していない。

インターネットを中心に取引すると、相対的に

経営内容に強い関心を払わなくなるのは留意す

べき結果だと考える。 
 
５．貯蓄の目的 

家計が貯蓄する目的は、「病気や不時の災害

ときに備える」（68.5％）と、「老後の生活資金

にあてる」（60.9％）が圧倒的に多い。時系列で

みると、「老後の生活資金にあてる」は過去最高

を更新して上昇傾向にある（資料６）。 

もうひとつ、時系列の変化で特徴的なのは、

「特に目的はないが、貯蓄していれば安心」と

いう回答が増加傾向にあることである。このと

ころ家計貯蓄率が低下してきているが、その意

識面での背景には、能動的な目的を持って計画

資料５ 取引金融機関を決めるときの理由           資料６ 貯蓄の目的 
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的に所得から資金を積み立てていくスタイルの

貯蓄姿勢が弱まっていることがあるのかもしれ

ない。 

ほかの貯蓄目的をみても、「耐久消費財の購

入資金にあてる」（15.9％）、「旅行・レジャーの

資金にあてる」（13.2％）といった目的は趨勢的

に上昇し、逆に「こどもの教育資金」（28.8％）、

「住宅取得、増改築の資金」（14.4％）は低下傾

向にある。消費の準備資金が増えて、投資的支

出への備えが希薄化している様子がある。 

この傾向は、生活設計の有無を尋ねた項目で

「資金運用計画を立てていないし、立てるつも

りもない」という回答が増加傾向にあることと

も符合する。 

 
６．老後の不安と物価上昇 

多くの日本人が老後の暮らしについて不安を

抱えていることが広く知られている。調査項目

の中で、老後の不安を尋ねている項目では、「多

少心配である」と「非常に心配である」を合算

して９割近くが不安を訴えている結果になって

いる。特に、「非常に心配である」とする回答割

合は、４割弱と過去最高に近づいている。 

不安や不満の中身を問うと、公的年金へ依存

できないことが大きいが、それをカバーするた

めの「再就職により収入が得られる見込みがな

い」ことや「退職金が十分でない」といった勤

労条件についても悪化していることも響いてい

る。 

前年と本年との変化では、今年になって「生

活の見通しが立たないほど物価が上昇すること

があり得る」という悲観的な見方が急速に増加

している（2005年19.4％→2006年22.0％→2007

年 26.7％）。所得環境が一定に制約された高齢

者は、物価上昇に脆弱であり、インフレの痛み

に敏感なのである。老後の不安が、インフレの

兆しによって助長されている点を見落とすべき

ではない。 

 

くまの ひでお（主席エコノミスト） 
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